　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国家ビジョン研究会、２０１１年４月１６日
　　　　提言　―　大震災からの復興　（農業シンポジウムから）

１．　農家への迅速な補償

農業に関しては、補償とそれから対策との二つに分けて考えることが基本です。補償に関しては遅すぎるとの声がありますので、いち早く何らかの案を農家に示し、きちんと所得補償をして、農家の皆さんが安心しかつ元気になってもらうことです。

２．　対策―復興ビジョンの早期確立

対策に関しては、震災にあった農地は、長期的土地利用の視点に立って、一時的に農地の権利移動を一切凍結するか、または国が買い上げ、農業をやりたい人に斡旋する（農地保有機構）。耕作放棄や転用期待、将来の値上がり期待（キャピタルゲイン）で保有する場合は、宅地並み課税等何らかの税制上の措置を講ずる必要がある。新しい土地利用計画を導入するための作業工程を明らかにし、近代的な経営の確立に向けて取り組むべきである。県、市町村任せではなく、東北、東日本一帯で都市計画、土地利用計画、農業のビジョンをトップダウンで作り、その上で意見を聴いていくべきだ。小規模分散した農地は、一区画が大きいものに基盤整備、区画整理換地などを駆使し、大規模化する良い機会である。東北で農業を再生しそれを日本全体のモデルにするチャンスである。
戸別所得補償８０００億円はやめて、これを農業復興に振り替えるべきだ。戸別所得補償は、全国一律ではなく、本当に農業で生計を立てている人に本来支払うべきものだ。　
3． 放射能汚染・被害から農業・農産物を守る手段

実際に汚染された農産物については、補償政策をいち早く打ち出し農家の不安を解消すべきだ。原発事故は明らかに人災であり、補償は、東京電力が行うべきであるが、当面は政府が肩代わりする形で補償案を示し農家の所得確保を図るべきである。一方、“摂取制限”の指示が風評被害を拡大し、放射能が（暫定）規制値を下回る農産物でも拒否にあい、一般の農家にも被害が広がっている。風評被害を抑制するためには、モニタリングの箇所を増やし、放射能測定器を生産団体のみならず、消費者団体、市民グループ等に配布すべきである。放射能汚染は小さいが風評被害等で直接農地を使うことに抵抗のあるところでは、地面にコンクリートを張ったハウス園芸や水耕栽培などを展開することも考えられる。また、ナタネ、ヒマワリ等の油糧作物、工芸作物への転換、バイオ燃料等新エネルギー作物への転換、放射線吸収作物の栽培等が考えられる。
　　

